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第３部

生物多様性保全及び持続可能な利用

　
　　生物多様性３つの危機（第１章）

（経緯・計画の役割）

1992　生物多様性条約
　　　　採択
1993　日本、生物多様性
　　　　条約締結
1995　現行生物多様性
　　　　国家戦略策定
　＜地球環境保全関係
　　閣僚会議で決定＞
　　（関係省庁）
　　　総理府本府
　　　内閣官房　法務省
　　　外務省　大蔵省
      文部省　厚生省
　　　農林水産省
　　　通商産業省
　　　運輸省　郵政省
　　　労働省　建設省
　　　自治省
　　　国家公安委員会
　　　総務庁　防衛庁
　　　北海道開発庁
　　　経済企画庁
　　　科学技術庁
　　　沖縄開発庁
　　　国土庁
　　　環境庁
　
計画年度　1995年から
　　　　　　概ね５年間目途

<第１の危機>

開発・過剰利用・汚染等の人間活
動に伴うインパクト

<第２の危機>

里山の荒廃、中山間地域環境の
変化等の人間活動の縮小や生活
スタイルの変化に伴うインパクト

<第３の危機>

移入種等の人間活動によって新
たに問題になっているインパクト

３つの方向（第１章第１節）

①保全の強化
　－保護制度、指定強化、科学
　　　的管理、絶滅防止、移入種
　　　対応

②自然再生
　－自然再生・修復事業の推進

③持続可能な利用
　 －調整原理による里地里山
　　　対応、モニタリングと順応的
　　　対処

　生物多様性からみた国土の
　捉え方（第３節）

①国土の構造的把握
　－奥山、里地里山、都市、
　　河川・湿地、沿岸・海洋、
　　島嶼

②植生自然度別配慮事項
　－植生自然度１～１０

見直しの経緯
　条約など状況・動向の
　変化
　新戦略検討の経緯

現行戦略のレビュー
　締結後の迅速な策定
　各省連携不十分
　具体性の不足

新戦略の性格・役割
  国際的責務と貢献
　「自然と共生する社会」
　実現のためのトータル
　プラン
　　　理念整理
　　　中長期方針
　　　具体的提案

〔条約・計画諸元〕

（問題意識）

　

（現状分析）

社会経済状況の変化
　　　　　　　　　（第２章第１節）

　・社会経済動向
　・国民意識の変化

生物多様性の現状（第２，３節）

　・世界及び日本の概況（生物
　　地理区分）
　・種及び生態系の現状

保護制度の現状（第４節）

　・国土利用計画体系
　・環境省保護制度

（理念と目標）

　　５つの理念（第１章）

①人間生存の基盤
　－人間も自然の循環の一つ
　　　の環（わ）

②世代を超えた安全性、効率性
　の基礎
　－多様性と人間生活の安全性、
　　　効率性は両立

③有用性の源泉
　－バイオテクノロジーやレクリ
     エーションの場所としての
     価値

④豊かな文化の根源
　－生物多様性は地域個性、
　　　文化と不可分

⑤予防的順応的態度
　－エコシステム・アプローチ

３つの目標　（第２章第１節）

　①種・生態系の保全

　②絶滅の防止と回復

　③持続可能な利用

グランドデザイン（第２節）

　・国土のマクロな認識

　・道路・河川などによる
　　生物多様性ネットワ
　　ーク整備

　・巨木、都市の森等国
　　土のあるべきイメージ

（個別方針）

（対応の基本方針）

　
　国土の空間特性・土地利用
　　　　　　に応じた施策（第１章）

①森林、林業（第１節）
②農地、農業（第２節）
③都市、公園緑地、道路（第３節）
④河川、砂防、海岸（第４節）
⑤港湾、海洋（第５節）
⑥漁業、漁港（第６節）
⑦自然環境保全地域、自然公園
　　　　　　　　　　　　　　　　（第７節）
⑧名勝、天然記念物（第８節）

　
　基盤的施策（第３章）

①調査研究・情報整備（第１節）

②教育・学習・普及啓発及び
　　　　　　　　　　 人材育成（第２節）

③経済的措置等 （第３節）

④国際的取組 （第４節）
　　－関連条約、国際的プログラム、
　　　　途上国への協力

（個別施策・各省施策）

（まとめ）

①実行体制と
　　　各主体の連携
　

②各種計画との連携
　

③戦略点検・見直し
　毎年点検、概ね５年後
    に見直し

＜決定＞
　地球環境保全関係閣僚
　会議
　　（関係省庁）
　　　内閣府
　　　内閣官房
　　　総務省
　　　法務省
　　　外務省
　　　財務省
      文部科学省
　　　厚生労働省
　　　農林水産省
　　　経済産業省
　  　国土交通省
　　　国家公安委員会
　　　防衛庁
　    環境省

＜案審議＞
　中央環境審議会
　（自然環境・野生生物
　　合同部会）
　
計画年度　2002年から
            概ね５年間目途

〔新戦略諸元〕

基本的視点（第２節）

①科学的認識
　・緑の国勢調査・デー
　　タ整備

②統合的アプローチ
　・社会経済的手法
　・各種計画との連携

③知識の共有・参加
　・情報公開、参加、合
　　意形成
　・環境教育、環境学習

④連携・共同
　・各省共同事業

⑤国際的認識
　・アジア地域との連携
　・温暖化対策

主要テーマ別取扱方針
　　　　　　　　　　　　（第２章）

①重要地域保全と生態的
　ネットワーク形成　（第１節）
 ・典型的生態系の保全

②里地里山・中間地域の
   保全と利用　　　　（第２節）

③湿地・干潟の保全（第３節）

④自然の再生・修復（第４節）
 ・各省共同自然再生事業
　　（釧路湿原）

⑤野生生物の保護管理
　　　　　　　　　　　　（第５節）
　・絶滅回避
　・猛禽類保護
　・海棲動物
　・個体群管理
　・移入種対応

⑥自然環境データの整備
　　　　　　　　　　　　（第６節）
 ・モニタリングサイト１０００

⑦効果的な保全手法等
　　　　　　　　　　　　（第７節）
　・様々な手法の活用
　・環境アセスメントの充実
　・国際的取組

 　～  新　・　生　物　多　様　性　国　家　戦　略　～

　
　横断的施策（第２章）

①野生生物の保護管理（第１節）
　　－絶滅、鳥獣、移入種、飼育下
　　　　保存等への対応

②生物資源の持続可能な利用（第２節）
　　－利用、保存・提供、安全確保

③自然とのふれあい（第３節）

④動物愛護・管理（第４節）
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3.27予定3.18 3.25予定

総延人・団体数：約１１００
総延意見数：約２０００


